
令和４年度　香南市公共下水道事業会計補正予算

（第３号）



令和４年度香南市公共下水道事業会計補正予算（第３号）提案説明書

　補正予算（第３号）は、資本的収入を18,650千円減額しました。内訳は、下水道事業債及び国庫補助金の減額であります。

資本的支出は19,100千円減額しました。内訳は、処理場建設改良費における委託料の減額であります。



　（総則）

第１条　令和４年度香南市公共下水道事業会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

　（資本的収入及び支出）

収　　入

　（科　　目）

第１款　 資本的収入 452,550 千円 △ 18,650 千円 433,900 千円

第１項 企業債 98,900 千円 △ 10,600 千円 88,300 千円

第３項 補助金 343,050 千円 △ 8,050 千円 335,000 千円

支　　出

　（科　　目）

第１款　 資本的支出 475,629 千円 △ 19,100 千円 456,529 千円

第１項 建設改良費 201,629 千円 △ 19,100 千円 182,529 千円

　（企業債）

第３条　予算第６条に定めた起債の限度額「98,900千円」を「88,300千円」に改める。

令和５年３月３１日　専決

　　　　　香南市長　　濱　田　豪　太

令和４年度香南市公共下水道事業会計補正予算（第３号）

第２条　令和４年度香南市公共下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第４条に定めた資本的収入及び支出の予定額を
　　　　次のとおり補正する。

　　　　 （既決予定額）　　　　（補正予定額） 　　　　 （　計　）

　　　　 （既決予定額）　　　　（補正予定額） 　　　　 （　計　）



収　　入

(款) 資本的収入 (項) 企業債 (単位：千円)

区　　分 金　　額

１ 下水道事業債 98,900 △ 10,600 88,300 下水道事業債 △ 10,600 下水道事業債 △ 10,600

(款) 資本的収入 (項) 補助金 (単位：千円)

区　　分 金　　額

１ 国庫補助金 69,050 △ 8,050 61,000 国庫補助金 △ 8,050 社会資本整備総合交付金 △ 8,050

支　　出

(款) 資本的支出 (項) 建設改良費 (単位：千円)

区　　分 金　　額

３ 処理場建設改良費 45,629 △ 19,100 26,529 委託料 △ 19,100 設計委託料 △ 19,100

補　正　額 計
節

説　　　　明

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　明

令和４年度香南市公共下水道事業会計予算実施修正計画

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　明

目 補正前の額



（単位：千円）

補 正 前 補　正 補 正 後

（ １ ） 当年度純利益（△は純損失） 27,752 0 27,752

（ ２ ） 減価償却費 337,108 0 337,108

（ 3 ） 賞与引当金の増減額（△は減少） △ 2 0 △ 2

（ 4 ） 固定資産除却費 18,000 0 18,000

（ 5 ） 長期前受金戻入額 △ 257,175 0 △ 257,175

（ 6 ） 支払利息 44,300 0 44,300

（ 7 ） 未収金の増減額（△は増加） △ 23,769 1,003 △ 22,766

（ 8 ） 未払金の増減額（△は減少） △ 27,017 0 △ 27,017

小計 119,197 1,003 120,200

（ 9 ） 利息の支払額 △ 44,300 0 △ 44,300

業務活動によるキャッシュ・フロー 74,897 1,003 75,900

（ １ ） 有形固定資産の取得による支出 △ 185,305 17,365 △ 167,940

（ ２ ） 補助金による収入 336,773 △ 7,318 329,455

（ ３ ） 分担金による収入 10,600 0 10,600

投資活動によるキャッシュ・フロー 162,068 10,047 172,115

（ １ ） 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 98,900 △ 10,600 88,300

（ ２ ） 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 274,000 0 △ 274,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 175,100 △ 10,600 △ 185,700

資金増加（減少）額 61,865 3,450 65,315

資金期首残高 238,761 0 238,761

資金期末残高 300,626 3,450 304,076

令和４年度　香南市公共下水道事業会計補正予定キャッシュ・フロー計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー


